
インターネット白書2008　17

今年の「日本国際賞」では、1970年代にインターネットの基本概

念を生み出し、これを実現するための通信プロトコルであるTCP/

IPを提唱した、インターネットの父と言われるヴィントン・サーフ博士

とロバート・エリオット・カーン博士が情報通信の理論と技術分野で

受賞された。

一方では、日本のインターネットの普及に貢献したWIDEプロジェ

クトが発足20周年の節目の年を迎えた。

このように、四半世紀を経て、なくてはならない社会インフラと

なったインターネットは、現在の情報化社会を支える大きな存在と

なっている。

この情報化社会は、第三次産業革命とも言われ、企業のみならず、

個人をも含めた社会に大きな変革をもたらしている。

インターネット上のサービスはますます多様化し、さらなる発展を

続けている一方で、課題もまた顕在化してきている。セキュリティの

問題、迷惑メールの問題、IPv4枯渇の問題などはすでに議論され

ているが、ここでは、その課題の中で性格の異なる2つについて考

えてみたい。

1つは、インターネットを利用した違法有害情報の氾濫である。

特に、最近では携帯電話の普及もあり、青少年が巻き込まれる犯罪

が後を絶たない。これに対し、「青少年ネット規制」に関する議論

が世の中の話題となっているが、青少年保護の観点/表現の自由の

観点に加え、私たちの将来の生活を左右するであろう社会インフラ

のさらなる発展の観点からも大いに議論してもらいたい。

もうひとつは、グリーンITの動きにも通ずるCO2の問題である。

インターネットを利用するインフラには多くの電力を必要とし、特

に最近ではデータセンターの空調設備を含めた消費電力が注目さ

れている。これら直接的なインフラの省電力化を行うことは急務で

あるが、これ以外にも、私たちの企業活動や個人生活も含めた生

活様式を変え、移動/輸送の削減、ペーパーレス化など、IT化によ

るメリットを積極的に省電力、省資源に活用する間接的な取り組み

もまた必要ではないだろうか。

このように、情報化社会は急速に発展してきたとともに、多くの課

題もまた積み上がってきた。私たちが情報化社会の恩恵を享受し、

さらなる発展を期待するならば、これら課題の解決に尽力すること

もインターネット社会に身を置く私たちの使命ではないだろうか。

財団法人インターネット協会　理事長　矢野 薫
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